
覧

伽

WORKINGPAPERNO.

41㌧.,

一∴ 源諭 謬ll磁添1じ
,

亀

s

中国の小売店舗密度

京都大学 大学院経済学研究科 修士課程 陸 双虹

京都大学 大学院経済学研究科 博士後期課程 行本 雅

京都大学 大学院経済学研究科 教授 成生達彦

2003年10月

r

T

L

'

レ亀,:「
}こ

ぎ ・

覧{`「ン
k.

監【

噂rろ ・亀

t」

,い「'
1ゴ

、∵

、 、

L∵
μ

1∴∵
♪r

「

ぬ

1∵s,
'

寸∵ ・

∴ ゾ ・
ノ

P%}}

'

め

`

ひ し へ ゆ へ えゆ 　

{'!∴ ・ 『 一.毛.一

ら ロ も リ サ ド き し

㌶ て 一㌶
、∴ 丁∴ 帰 .

ン ご ∴ ∵:∵ll一 ば 慰1'

♂ ∴ ㌦ ・ ∵
、・∴,∴∴画、ゾ ∴

1一"・eヅ ～ ・一
'、 ド ㌦"㌧"∴

へ_

∵1㌧ ∴:∵ ノ 覧'.い
ヤ し

!

、',…
ト し ゴ ノ:

'、..ざ の ゐ く

も ト ユ ノら もメ ら

ぱ へ き ノ サ し 　 い

,・・弓 ・試 〆.∵

'ノ ∴ ∵ ・ ㌧∴ ご
ロ ヘ リ ア に ヘ リ

∫ 馬:… だ1ユ1、1、、,じ凶
♂ 、 隔L、`

戊,
㌧3t㌧ 「 、

「1

イ ノ,rず{良 、 、

も し ザ ぞ ヤ

、.'・ 一

ヨ へ、

、 、

'
い'亀 ご!

Lq

,』 亀9'
レ!

2

,

、 」

{

、:'

¶

'げ ＼

2セ

' レ

'へ1一.;二..`..1.t"「'∵ 、● 、・二 似 夙 ヅ ー ・a・s・ ・

ヨ へ し の を ハ ニ ハ ド ハ ゴ と い り

・ ＼1壷 ・;一、濠ll:ぺ,ぐ∴ゴ 嘉 ∴ ぐ ぎ
,∵ ハ ＼Lり ・κ.「..∴ ・、囲 、・・ ぱ 、

、 … ・'・ ・マ～ ・ ∵ あ・,・ ∴ 鼠 ∴ ∴ 唖

、'

"角 或'
・∴

寧
・豆1

'lr

`∵

1調'

、 ご 」

.tず4㌧

∴ ・ ・
も

,六 、t、

馬

、

の

し

u,ρi7麟'、'

　 し マつ トサ 　 い ゆド ひ ら も へ ら

,萢哲 ∵1管 ・
∵

tt"r`い ・r・・

,死t、 ㌧ 蒐コ 、聖＼,

GraduateSchoolofEconomics

FacultyofEconomics

KyotoUniversity

Kyoto,606-8501JAPAN

鳳

覧

匹

「

「

♂ 「t

r∴

'

〉 レ

し

{



J-35

中国の小売店舗密度

京都大学 大学院経済学研究科 修士課程 陸.双 虹

京都大学 大学院経済学研究科 博士後期課程 行本 雅

京都大学 大学院経済学研究科 教授 成生達彦

2003年10月

連絡 先:606_g501

京 都 市左 京 区吉 田本 町 京 都大 学 大 学 院経 済 学研 究 科 成 生 達 彦

電 話:075-753-3481

フ ァ ックス:075-753-3492

Eメ ール:nariu@econ.kyoto-u・ag・jP

謝辞:本 稿 の作成に際 し、京都大学の山本裕 美教授 よ りコメン トを受 けた。 また、科研 費の

助成 を受けている。記 して感謝 する次第 であ る。



中国の小売店舗密度

要旨

1978年 の改革 ・開放政:策へ の転換以降、 中国経済 は急速 に成長 してお り、小売部門 にも著

しい変化 が生 じてい る。本稿では、1997年 の都市別 のクロスセ クションデー タを用いて 中国

にお ける小売店舗密度 の規定因を実証的に検討する。主要な結論 は、①人 口密度が低 く(高 く)

②1人 あた りの商用車 が多い(少 ない)ゆ えに流通部門の物流効率が高い(低 い)都 市では、

流通部門が多 くの流通課業 を分担 する結果、店舗密度が高 く(低 く)な つてい るということで

ある。 また、1人 あた りの住戸面積が広い(狭 い)な ど、家計部門の物流効率が高 い(低 い)

都市では、家計部 門が多 くの流通課業 を遂行 するため店舗密度は低 くな る傾 向がある。さらに、

国有小売店舗の ウェイ トが高い都市では、民営業者の参入が制約 されてい る可能性 があ り、店

舗密度は低 くな つている。

実際、民営小売業者 の存続 は政府の政策 に左右 されている。 この ことが小売市場 における取

引規範や小売業者の 「評判」の確立 を妨 げ、消費者 と小売業者が実際の取引価格 を交渉 によっ

て決める とい う 「協議価格」の慣行や偽 ブラン ド商品の横行 など、市場 メカニズムの円滑な機

能 を歪めてい る。 これ らの問題 に対処 するためには、小売業者 にたい して長期にわたる営業権

を保証 し、評判の確立 を促す必要がある。



1序 論

1978年 の改革 ・開放政策への転換以降、 中国経済 は急速 に成 長 してお り、 小売部門に も著
-

旨しい変化 が生 じている。消費財 の小売売上高 は1978年 の1265億 元 か ら1997年 には2兆7299
旨
1億 元へ と名 目で21.6倍 、実質でも5.7倍 とい う高 い伸びを示 している。 また 同期 間に、小売店

舗数は105万 店 か ら1417万 店へ と増加 してお り、小売店舗密度(人 口1000人 あた りの店舗数)
i
Iも1.1か ら11.5へ と約10倍 になつている。 この数字は、同時期の 日本(11.2)と ほぼ同 じで

:あ るが、 ドイ ヅ(4.9)、 アメ リカ(5.8)、 フラ ンス(6.6)な どの欧米先進 国 と比べ ると高 くな

…ってい る1)。

この ような店舗密度 の規定 因についての実証研究 と して、成生(1992)お よびFlathandNariu

i(1996)に よる国際比較があ る。流通業者 と消費者 の間での流通課業 の分担は両者の流通(課 業

遂行)能 力に依存 し、この種 の能力が相対 的に高い方が多 くの流通課業 を分担 する。 このよう

な観点か ら彼 らは、家計部門の流通能力を表 す指標 と して1人 あた りの乗用車保有台数 と住戸

あた りの床 面積、 また流通部門の流通能力の指標 と して1人 あた りの商用車保有台数を とり、

回帰分析 を行 うこ とによつて、国 ごとの小売店舗密度 をこれ らの諸変数 か ら説明 してい る2)。

彼 らに拠 れば、乗用車 の普及 や住戸面積 が広 い等の理由か ら、消費者の流通能力が高い国では

店舗密度は低 く、商用車が多いなどの理由か ら流通業者 の流通能 力が高い国では店舗密度 は高

くなつている。

本稿で は、1997年 の都市別の クロスセ クシ ョンデータ を用いて、中国 における小売店舗密

度 の規定 因を実証的に検討する。主要 な結論は、先行研究 と同様 に、① 人口密度が高 く(低 く)

②1人 あた りの商用車が少ない(多 い)都 市では、店舗密度が低 く(高 く)な つている とい う

こ とである。また、1人 あた りの住戸面積 が広い(狭 い)都 市では店舗密度 は低 くなる傾 向が

ある。 さらに、 中国に特有な現象 として、 国有小売部 門のウェイ トが低い都 市ほど、店舗密度

が高 くなつてい る。この ことは、国有小売業者 を保護 するための政府 による民営業者にたいす

る参入規制 を反映 してい るように思われる。

実際、民営小売業者の存続 は政府の政策 に左右 されてい る。このことが小売市場における取

引規範や小売業者の 「評判」の確立を妨 げ、消費者 と小売業 者が実際の取引価格 を交渉 によつ

1)Flath(2002)を 参照のこ と。

2)類 似 した研究 として、松井 ・成生(2002)お よび行本 ・成 生(2002)が ある。前者は1979年 か

ら97年 までの都道府県別 のパネルデ ータ、後者は同時期 における京都府の市区別のパネルデ

ータを用 いて
、1980年 代 中盤:以降の 日本および京都府 における店舗密度の低下 を乗用車の普及

と住戸面積 の拡大か ら説明 してい る。
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て決め るとい う 「協議価格」 の慣行や偽 ブラン ド商品の横行な ど、市場メカニズムの円滑な機

能 を歪めてい る。これ らの問題 に対処 するためには、小売業者 にたい して長期 にわたる営業権

を保証 し、評判の確立 を促 す必要があろ う。

本稿の構成は、次の とお りである。まず次節 では、1978年 以降の経済政策 を踏 まえた上で、

小売店舗数の歴史的推移 を概述す る。3節 では小売店舗密度の規定 因に関する理論モデルを説

明 し、4節 では中国の実情 をふ まえなが ら、モデル を実証 的に検討する。最後の5節 では、簡

単 な要約 の後 に、偽 ブラン ドの横行や協議価格な ど、中国の小売業 の諸問題 について議論する。

2中 国の小売構造

第1表 は1978年 以降の中国の小売店舗 数の推移を所有形態別に表 している。 この表 か ら、

①80年 代前半 に民営の小売店舗 が急速に増加 した こと、②88-89年 には民営 を中心に店舗数

が減少 したこと、 さ らには③93年 以降、合資や合弁な どのその他の所有形態の小売店舗が増

加 してい ることが読み とれ る。 また第2表 か ら明 らかな ように、1997年 の時点で の店舗数は

1417万 店で、その う・ち約半分の690万 店が東部地域 にあ り、 この地域の店舗密度 も13.7と 中

部地域(10.7)や 西部地域(9.1)よ りも高 くな っている。 この節では、改革解放期の経済政策 を踏

まえた上で、小売店舗数お よび店舗密度の時系列的推移や地域的な分布 について概述す る。

[第1表:小 売業の指標の推移]

[第2表:地 域別の小売業の指標 と国有経済の割合]

2-1経 済政策

集権的計画経済体制の行 き詰 まりを背景に、1978年12月 に開催 された共産党第11期3中

全会 において改革解放の方針 が決 め られ、この方針に沿 つて市場 の導入 とともに分権化 改革 が

実施 された。 しか しなが ら、当時の 中国には市場で活動す るためのノウハ ウを持つ経済主体 が

多 くは存在 してお らず、市:場の全面的な導入 による経済的混乱を避 けるために、計画 と市場が

併存 する 「双軌制」が採用された。このも とでは、計画(ノ ルマ)に 相 当す る部分は公定価格で、

またそれ を土 回る部分は市場(調 節)価 格で取引された3)。 旧体制下では、重工業部 門の発展 を

促 すためにエネルギ-や 原材料 さ らには食糧の価格 が低 く設定 されていた反面、加工製 品の価

格 は高 く設定 されていた。このような価格 を需給を反映す る市場価格へ と調整するためにも、

3)こ のような二重価格制の機能 については、成生 ・張 伽02)を 参照 のこと。
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:計 画 のもとで価格 を管理する必要があつたように思われる。

また広い国土 を持つ中国で は、経済改革は必ず しも全 国一律 に実施 されたわけではな く、東

…部地域の経済 開発が優先 された。 この地域では交通網な どの産業 ・流通イ ンフラが優先的に整

…備 され たため、流通部門の効率性 が向上 している。その結果、流通部 門が多 くの流通課業 を分

i担 するようになったために、店舗密度が高 くなつている と思われる。

…
…
:2-2地 方分権 と国有企業改革4)

… 改革解放期 の中国では、集権的経済運営へ の反省か ら、地方分権 と企業改革 を2本 の柱 とし

て分権化 が進め られた。地方分権化改革では、 中央行政の簡素化の ために、地方への行政権限

…の委譲 とともに、大型重点企業 を除 く国有企業の管理権が地方政府へ引 き渡 され た。各地方政

府は、 自らの地域にお ける経 済運営上の多 くの権 限を持 ち、当該地域の企業への物資や資金の

調達に も影響力 を及 ぼすようになつた。また地方分権 の実効性を確保す るために、かつての 「統

…収統 支」'に代わ り 「地方財政請負制」が導入 され、財政管理権 も地方政府 に委 ね られ た5)。 こ

の制度 のもとでは、地方の財政 は自らの管理下にある企業の収益 に大 き く依存す るため、地方

政府 は地域内の産業 インフラの整備 とともに、企業経営に も積極 的に取 り組む ことになつた。

市場経済の発展 のためには、企業の経営 自主権 を確立するこ とが必要であ り、国有企業の改

革や民営企業 の育成が重要課題 として掲 げ られた。 中国での企業改革は利潤動機 を肯定す るこ

とか ら始 まつた。1979年 か ら、経 営権や利益 を企業 に譲 る 「放権譲利」が提唱 され、企業の

利潤留保が認め られ た。 これ に続いて81年 か らは、国有生産企業で 「経済責任制」が導入 さ

れ、一定の利潤(納 税)ノ ル マの達成 を条件に、 それ を土 回る分 については、その一部 を内部に

留保す ることが制度 と して認め られた。

この ように、 中国における分権化改革は地 方政府への権限委譲 と企業の 自主権確立 とい う2

本のル ー トで行われたが、企業の 自主権は政府が意図 したようには確立 されなかつた。実際、

1980年 代 を通 じて企業 の 自主権 は名 目上は確立 されつつあ つたが、経 営責任者 への制約が多

く、彼 らにたい して必ず しも適切 な誘因が提供 されてはいなかった。 この時期 の企業の経営責

任者は、生産お よび販売 に関する意思決定権 をある程度は持つてはいたが、雇用や人事、さ ら

には内部 留保金の使用 については一部の権限 しか持つてはお らず、資産の処分や投資に関 して

は何の権 限も持 つていない とい うのが実状であつた。 また1987年 に導入され た株式会社制の

もとでも、一般 の株 主は配当を受けるのみで、経営(議 決)権 を持 ってはいなかつた。逆に、地

4)こ こでの議論 の詳細 については、成生 ・張く2001)を 参照 のこと。

5)財 政請負制 の下で の地 方政府 の行動 については、沈(1999)お よび揚(1999)を 参照め こと。
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方政府や国の資産管理局 は、大量の保有株式 を背景 に企業 の経営 に干渉 した6)。その意味では、

株式会社制が政府 の企業へ の干渉を正 当化 していたとい う面 も否めない。 このように、 当初の

分権化改革は地方政府や産業主管企業部 門への権限の委譲 に留 まつてお り、企業の 自主的経営

権の確立には至 つていなか つた。そのため、地方主義や部門主義 の横行を招 いたのであ る7)。

1992年7月 に国務院が出 した 「全民所有制工業企業の経営 メカニズムの転換に関す る条例」

および1993年 の 「社会主義市場経済 システムを確立する上での若干の問題 に関する中共 中央

の決定」によつて、企業の 自主権が実質的にも大幅 に拡 大された。そ こでは共産党の指導 と社

会 主義 的公有制が前提 とされてはい るが、「企業 は国を含む出資者の投 資か らな る法人財産権

を所有 し、その法人財産権をもつて合 法的に自主経営 し、 自己責任で損益 を受け、国の規定 に

従 って税金を納め、出資者にたい しては資産の維持 または増殖 の責任を果 たす」ものと規定 さ

れている。これ らの改革 にもかかわ らず、国有企業 が低迷 している背景 には、「緩やかな予算

制約(SoftBudgetConstraints)」 に ともな う誘 因提供上の問題があるように思われ る。実際 生

産企業は地方政府 によつて保護 されてお り、損失が生 じたと しても(事 後的に)補 填 して もらえ

るため、政府 の事後的な救済を予想す る企業 に とって(事 前に)努 力を提供 しようとする誘因が

乏 しく、彼 らの努力水準が向上 しないのである8)。

2-3国 有流通企業の改革

1983年 、国務院は国有流通企業 にたいする 「経営請負制」を導入 し、小型小売企業の改革(改 、

転、租、包)が 始 まった。 また84年 か らは、「経営請負制」の導入対象が 中型小売企業へ と拡

大 されてい る。92年 まで に改革を行 つた小型 国有企業 は59,587社 にのぼ るが、その中で民営

企業への転換 を意味する 「転」を行 った企業数は、外 資合弁企業 を除 けば、わずか458社 のみ

であ った9)。 その意味では、小型流通企業の民営化は必ず しも進展 してお らず、多 くの企業は

他の企業 との合併や名称 の変更 を行 つただけで 「国有」企業 として存続 した。1987年 か らは、

大型企業 にたいする会社制の導入 も試み られが、 これ らの企業で も政府 に所有 されている株 の

割合が大 き く、上級部門の統制 を受けるとい う意味では依然 として 「国有国営」であ り、経営

6)石 原(1993)に よれ ば、1991年 の 時点 で3220社 の株 式 会 社 が あ り、 そ の内、株 を公 開 して い

る会 社 は89社 しか ない 。 これ らの会 社 で も政 府 が47%の 株 を持 つてい た。

7)地 方政 府 と主 管 部 門 の 行 動 とそ の 間 の 対 立 に つ いて は、 呉 ・張(1994)、 加 一F+一(1997)、さ ら

に は江(1999)等 を参 照 の こ と。

8)こ の問題 につ いて は、Kornai(1985)、Qian(1990)、WorldBank(1995)さ らに1まLardy(1997)

等 を参照 の こ と。

9)「 中国商 業 年鑑1993」,p.III-6を 参 照 の こ と。
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責任者が 自主的な経営権 を持つているわけではなか つた。

このように、少な くとも1990年 代 の初頭 までは、流通企業の改革は必ず しも上手 くいって

はいなかった。 この背景 には、生産部門の円滑な運営のため に、政府が流通分野での統制 を必

要 と したこ とがあ る。実際、80年 代 の前半 においては計画経済が大 きな比重 を占めてお り、

;重 要物資の供給は国有企業 をメインチ ャネル として行われ た。 また相対価格 の調整 も終わ つて

…お らず、インフレによる経済 的混乱 を抑制するために も国有流通企業が必要 とされていた。さ

らに80年 代後半 においても、財政 請負制のも とで地域産業の育成 をはか る地方政府 は、生産

…企業の健全化のために不良在庫 を買い取 らせ るな ど、 円滑な生産 を維持するためのバ ッファー
i
として国有流通企業 を利 用 したのである。

この ことは逆に、卸 を中心 とする国有流通企業の政府への依存性 を高め、誘因提供上、好 ま

しくない効果 を持つ。実際、政府の指 示にも とついて商品 を買い付 ける場合のみな らず、国有

流通企業 が自らの判断で買い付 けた商 品が不良在庫 とな り損失を被 つた場合で も、政府はそれ

:を 補填するために追加的な資金援助を行 った。 このこ とが国有流通企業 の努力提供への誘因を

低下させ たのである。

さ らに、1993年 に 「社会 主義 市場経済 」の方針 が確立 され、計 画の比重が低下する と、 国

有流通企業は経営不振 に陥 り、96年 の時点では40%を 超える国有流通企業の経 常利益がマイ

ナス となつている10)。この ような国有流通企業 を救済 するために、政府 は一連の施策 を行 つた。

まず第1に 、減少 した国有卸の取扱額 を増やすために、生産企業 にたい して国有卸 と販売代理

関係 を結ぶ ように指 示 し、長期 的な取引関係 を確立す ることによつて、取引量 の増加 と取引費

用の削減 を試み た'D。 それ と同時に、物資の流通 か ら民営業者 を排除するなど、 国有流通企業

を保護す る措置 をとつたが、必ず しも効果が上 がつている とは言い難 いのが実状である12)。

2-4民 営流通企業の育成

1980年 代前半、 国有流通企業の改革 と並行 して、政府は民営流通企業 の育成 に も務め た。

その結果、民営 の小売店舗数は1978年 の11万 店 か ら、82年 には134万 店、さらに83年 には344

万店 と急速 に増加 してい る'3)。政府は民営業者 の活動にたい して大 きな権限を持 ってお り、民

営業者が営業 を行 うには地方政府の認可が必要であるな ど、民営 小売店舗 の存続は政府の政策

10)「 中 国 国 内 貿 易 年 鑑1997」 、p.皿 一4を 参 照 の こ と 。

11)こ の1例 と し て 、1990年 年 代 初 頭 の 「上 菱 冷 蔵 庫 」が あ る 。こ の 点 に つ い て は 万(1992)、p .108

を 参 照 の こ と 。

12)万(1992),p.94お よ び{,,.,・小 山(1996),p.206を 参 照 の こ と 。

113)「 中 国 統 計 年 鑑1984」,p.376を 参 照 の こ と 。
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に左右 され る14)。

その一例 として、1989年 の 「市場整頓」がある。1988年 に全面的な価格改革が試 み られた

際、行政機関が設 立 した 「行政公司」などの投機的行動によつてインフレが発生 した。加熱 し

た経済 を冷やすため に、1989年 、政府 は市場整頓 を行 つたが、 この とき取 り締 ま りの対象 と

なつたのは行政公 司ではな く、個体 ・私営な どの民営業者であつた。第1表 には、 この時期 の

小売店舗数お よび従業員数の変化が所有制別に表 されているが、 国有小売店舗数や従業員数は

増加 してい るのにたい して、個人小売業者の店舗数お よび従業員数が減少 してい ることが読み

取れ る。

この ように、国有流通企業 を保護するために、民営業者 を規制するな ど、政府の民営業者育

成政策が必ず しも一貫 していないため、多 くの民営業者は長期 にわたる継続 的な営業 を期待で

きず、店舗の拡大や支店の増設な どの投 資を積極 的に行つていない とい うのが実状である。 こ

の他 にも民営業者の発展 を妨げる要因 として、国有企業の間での固定的な取 引関係がある。1990

年代 に入る と、多 くの商品の流通は 自由化 されたが、一部 の商品は以前 と同 じように国有企業

を中心 としたネ ー トワークの 中で流通 していた15)。このような国有企業 の固定的な取引関係は、

民営業者の活動範囲を制限 した。また第2に 、倉庫業者 や輸送業者をは じめ とする物流業者の

不足がある。 旧体 制下では、各々の大型国有企業 は貯蔵 ・運送 ・加工 に従事する付属企業 を持

ち、物流業務 を企業内部 で行 っていた。改革以降も、多 くの付属企業 は国有企業 の内部に残 り、

民営業者の利用は制限 されている。確 かに、物流に従事する私営お よび個人企業 は存在するが、

いずれ も規模が小さ く、規模 の経済性を発揮 しているとは言い難い。この ように、民営業者が

利用で きる効率の良い物流業者が育成されていないことが、彼 らの発展 を妨げたのである。

2-5外 資の導入

1992年 、 国務 院は 「小売業外資導入への質疑 に対 する公式 回答文書」 を発表 し、5つ の経

済特区 と北京、天津、上海、大連、青島、広州の6都 市にお いて、合資、合弁 または合作経営

の形態での外資の導入 を認めた。 この適用 を受けて、 同年5月 にはヤオハ ン国際グループと上

海第一百貨集団の合弁事業が認可 されている。第1表 か らは、合資、合弁や合弁 などその他 の

14)設 立手続 きについては、王 ・崔(1992)、11章 を参照 のこと。また筆者の1人 の調査によ

れば、個人店舗の場合 には、事業用地が借地であれば営業 ライセ ンスを毎年更新 しなければな

らない し、土地 を所有 してい る場合で も5年 ごとに更新する必要がある。 この ような営業権 の

更新 には明確な基準があるわけではな く、政府の裁量 によつて可否が決 まつている。

15)胡(1994)に よれば、1990年 における国有卸の民営業者への販売は3割 以下であ り、供錆合

作社か ら民営業者への販売 も2割 以下である。
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1

:所 有形態 の小売企業が、92年 の0.2万 店 か ら95年 には14.9万 店へ と急速に増加 していること

が読み とれよう。

さ らに1995年6月 には、「外資導入の方向性 に関する暫定 的規程」 と 「外 資導入産業分類 ガ

;イ ドライ ン」が国務院の承認 を得て公表 され、小売のみな らず、卸売や物 資供給の分野 におい

ヨて、外資の部分的導入が認め られた。 こう して96年 には、 日本 のジャスコが上海での合弁企

…業 の設立 を認可 された。地方政府 もまた、 中外合 弁小売企業 に独 自の認可 を与えてお り、「地

…方認可型」の外資系小売企業 は爆発 的に増 え続 けている16)。1997年 、国務院は 「非試点外 資

系商業企業 の調査 ・調整に関す る商業部通達」を出 し、地方政府 による外 資流通企業の認可を

改めて禁止 し、地方政府 が認可 した外 資企業 について調査 を行 っている。この調査 ・整理を経

て、 中央政府は再び外資の導入について積極 姿勢 に転 じ、98年4月 には外資流通企業の試行

地域 を一部の沿海地区か ら内陸部 の省都 にまで拡大 し、99年6月 には国家経 済貿易委員会 と

対外貿易経済:合作部が 「外資系商業企業試行規則」 を公表 し、外資導入の際 の認可基準 を明確

化 している17)。

3理 論的考察

この節 では、店舗数(密 度)の 決定 について理論的 に検討 する。

流通の役割は生産 と消費の間の懸 隔を架橋することである。物流の側面 について言えぱ、空

間的懸隔が輸送によって、 また時間的懸隔が在庫 によって橋渡 しされる結果、各々の消費者は

手近な店舗か ら適宜財 を購入す ることが可能 となる。 これ らの物流課業 は、流通業者のみな ら

ず、消 費者 によつて も遂行 される。実際、消費者が 自動車 に乗 つて遠 くの店舗 まで買い物 に行

く場合 には、彼 らが輸送機能 を果 た してい るのであ る。また品切 れに対処す るために、多量の

財を購入 して家庭 内で在庫す る場合 には、彼 らが在庫機能 を果た している。 このような家庭内

在庫 には、 も し在庫 をしなければ他 の 目的 に利用可能な空間が使 えな くなるという意味での機

会費用 がかかつてい る。

この種の物流課業は、流通業者 と消費者の閤でいかに分担 されるのか?効 率性の観点 に立

てば、 これ らの課業を効率的に遂行で きる主体 が当該課業 を多 く分担す ることにな る。すなわ

ち、(例 えば米国の ように)広 い家 に住み乗用車 を所有 しているな ど、 買い物や家庭 内で の在

16)1997年 までに国務院が認可 した合弁企業は20社 なめにたい し、地方政府が認可 したのは

277社 に上 つている。伊勢丹や西友は地方政府認可型であ る。

17)資 本金額や出資比率な どの認可基準 については、謝(2001)を 参照の こと。
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庫 の費用が低い消費者が多数存在す る状況では、彼 らが多 くの物流課業 を分担 する。逆に、(例

えば1980年 代初頭の 日本の ように)家 が狭 くかつ徒歩で買い物 をする消費者が多い状況では、

相対 的に物流課業遂行能力の高い流通業者が多 くの課業 を分担 することになる。

このような物流課業 の分担のあ り方が、店舗数(ま たは密度)を 規定 する。すなわち、適切

に配置された多数の店舗 の存在 は、消費者 か ら最寄 りの店舗 までの平均 的な距離 を短縮 し、多

頻度少量購入 を可能 にする。その結果、平均的な消費者 の物流費用は減少す る。また、多 くの

店舗 の存在は平均的な小売業者の販売量を減 らし、彼 の物流費用 を減少させ るが、小売業者全

体の物流費用は店舗数が増 えるために増加 する。すなわち、店舗数の増加 は消費者が遂行する

物流課業 を減 らし、それを小売業者へ とシフ トさせ る効果 を持つのである。 この ようなわけで

あるか ら、消費者 の買 い物費用や家庭 内での在庫費用が高 く、その意味で彼 らの物流課業遂行

能力が低 い場合 には店舗密度 は高 くな り、小売業者の仕入 ・在庫 費用が高 い場合には店舗密度

は低 くなる。さ らに人 口密度 の上昇は、店舗密度 を一定 とすれば、同一地域 に存在 する店舗数

の増加を意味するか ら、消費者 と店舗 の間の距離 が短縮されるの と同 じ効果 を持つ。 したが っ

て、人 口密度の上昇 は店舗密度の低下 を導 く。

このような考え にもとついて成生(1992)は 、最寄 り品を念頭において、店舗数 の効率的水

準 についてのモデルを提示 してい る。そ こでは、消費者お よび小売業者の双方がBaumol(1952)

タイプの在庫行動を とると想定 した上で、両者 の物流費用の総和 を最 小にする とい う意味での

効率的な店舗密度

n/m=(2as/9btm)1/2 (1)

を導いている。 ここでnは 店舗数、mは 消 費者数(し たがつてn/mは 店舗密度)、aは 消費者

の買い物費用、sは 家庭内在庫費用、bは 小売業者の仕入れ費用、tは 小売業者の在庫費用であ

るO小 売業者の参 入が 自由で、彼 らの間で競争が行 われ るな らば、効率 的な店舗密度が実現 さ

れ よう。

また丸 山(1992)は 、消費者および小売業者 による同様 の在庫行動を想定 した上で、空間的競

争均衡 における店舗数 を検討 してい る。そこで小売業者は、他 の小売業者が設定 する価格 を所

与 どし、 自らの利潤を最大 にするように 自らの価格 を設定す るものとされている。一方、各消

費者は、購 買金額(価 格 に購入量 を乗 じた額)と 買い物 ・家庭 内在庫費用の和 が最小 となる店

舗 か ら財 を購入 するもの とされ る。 この状況で対称 的Nash均 衡 を想定すれば、価格は店舗数

をは じめ とす るパ ラメ ータ(a,b,s,t,m)の 関数 として求 めるこ とがで きる。その上 で 自由参入

を考慮 し、各 々の小売業者の利 潤(販 売額-仕 入れ ・在庫費用)を ゼ ロとお くことによ り、均

衡店舗密度
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n/m=(2as/btm)1/2 (1')

…を求める ことがで きる。 この ような均衡 における店舗密度は、社会的物流費用 を最小化 する効
旨率的な店舗密度のち ょうど3倍 であ り

、 さまざまなパラメータの変化が均衡店舗密度 に及 ぼす

(比較静学分析の)効 果は効率 的な店舗密度 の場合 と同符号である。

旨 最後 に、所得の効果 について言えば、所得 の上昇は消費者の購i入量を増や し、彼 らの物流費…

用 を増加 させ る。 と同時 に、樋 部P弓の取扱量 を増 や し、そこでの物瀬 用 をも増力口させ る。

旨そ して、両部門の物流費用が同様 に増 えるため、相対的な効率性は一定 に保 たれ、流通課業の

分担 も変化 しない。 それゆえ、所得の変化 は店舗密度 に影響を及ぼ さないこ とにな る。

4実 証

1前 節の議論か ら明 らかなように、買い物や家庭 内での在庫の費用が低い とい う意味で、消費

者の物流課業遂行能力が高 い場合 には店舗密度は低下 し、流通業 者の物流課業遂行能力が高い

…場合 には店舗密度 は上昇す る。 このこ とを1997年 における中国の都 市別デ ータを用いて実証

的に検討す るに先立ち、ここでは、その際 に用い られ るデータについて説明す る。

申国の各都市の『統計年鑑』には小売店 舗数お よび人 口が記載 されてお り、前者 を後 者で割

り千倍 した値 を被説明変数で ある 「(千人あた りの)小 売店舗密度(DRT:DensityofRetail

establishments-Total)」 とす る。 また、 人口を都 市の行政 面積 で割 つた値 を当該都市の 「人 口密

度(PD:PopulationDensity)」 とする18)。

他の説明変数は直接捕捉で きないため、何 らかの指標 を作成 する必要がある。まず、小売部

門の仕入費用bを 表す指標 と して、先行研究 と同様 に、各都 市の『統計年鑑』に記載 されてい

る商用車数を人 口で割 つた1人 あた りの商用車保有台数(CVP:CommercialVehiclesperPers㊥

を計算 した。ただ し、現在の中国では 自動車の普及が進 んでいないため、オー トバイが重要 な

交通手段 となっている とい う事情 がある。 と くに、農村部では道路の整備 が遅れてい るため、

オー トバイは 自動車 よ りも利便性が高 く、普及率 も高 くなっている。実際1997年 には、オ-

トバ イの62%が 農村 部の住民 によつて所有 されてい る'9)。 これ らのオ-ト バ イは主に農作物

18)都 市 とい えども農地や山林 もあるため、一部の先行研究では人 口を 「可住面積」で割 つた

値がPDと して用い られているが、『統計年鑑』には 「可住面積」が記載 されていないため、本

稿では行政面積 を用 いた。

119)「 中国統計年鑑1998」,pp.341お よびp.353よ り算出。
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の出荷な どに利用されてお り、商用車 としての役割を果 た している。このような理 由か ら、CVP

に1人 あ た りオ ー トバ イ保有台数 を加えた 「1人 あた りの商用車お よびオ ー トバ イ保有台数

(CVMP:CommercialVehiclesandMotor-cyclesperPers面 」を作成 し、 これ を流通部門の仕入費

用bを 表す指標 とした。CVMPの 上昇は、小売業者の仕入 費用 を減少 させて彼 らの流通能力を

高 めるため、店舗密度 を上昇 させ る効果 を持つ。

また、小売業者の在庫費用tに ついては、適切 な代理変数 がないため、先行研究 と同様 に、

回帰分析か らは除外 した20)。

次 に、家庭 内での在庫費用sを 表す説明変数 として、「1人 あた りの床 面積(FAP:FloorArea

perPerson)」 を用いる。各都市の『統計年鑑』には都 市部 と農村部 の1人 あた り床面積が記載 さ

れてお り、これ らを都市部 と農村部の人 口でウェイ ト付 けて平均 した値 をFAPと して用い る。

狭 い住戸での在庫 は、 も し在庫 を しなければ、そのスペ ースを他の用途 に利用することによっ

て、ある程度 の利便 を享受するこ とがで きる。家庭 内在庫 の機会費用は、 この種 の利便 が失わ

れ ることであ る。その意味で、FAPが 広 ければ家庭 内在庫 の費用が低 くな るか ら、消 費者の

流通能力が向上 し、店舗密度は低下 しよう21)。

また先行研究では、消費者の買い物費用aの 指標 と して 「1人 あた りの乗用車保有台数」が

用い られ、乗用車の普及は消費者 の買い物費用を低下 させ、 小売店舗密度 を低下させ る効果 を

持つ とい う有意な結果 を得ている。しか しなが ら、中国では 自家用車の保有は一般的ではな く、

一部の高所得者層のみに限 られてい る
。実際、街 中で も駐車場はあ ま り見 られず、駐車場 を設

置 しているのは大都市の郊外 に立地する大型店舗 のみである。 この ような理 由か ら、 この指標

が平均 的な消費者の買い物費用 を反映 してい るとは考え難い。 また、 自動車の普及が遅れてい

るため、乗用車 といえども商用 目的で使用 されてお り、 このこ とにもとつ く流通部 門の効率性

の向上 が、消 費部門の流通能力向上の効果 を相殺 して しまうこ とも予想され る。 これ らの理 由

か ら、本稿ではこの種 の指標 を回帰分析 か らは除外 した22)。

20)ま た先行研究では、 小売業 者の仕入費用の もう1つ の指標 として 「流通距離(国 土面積の

平方根)」 が用い られ有意 な結果 を得ていたが、本稿では除かれてい る。なぜ な ら、国際比較

では国全体が1つ のサ ンプル となるため、国境 を超 えての輸送 があま り行われないのに対 し、

本稿 のような都市 をサ ンプル とする分析では、都市の範 囲を超 えて財 の輸送 が行われるため、

流通距離が有意な効果を持たない と予想 されるか らである。

21)ま た代替 的な変数 として、先行研究では 「住 戸あ た りの床面積」が用い られているが、本

稿 では採 用 しなかった。

22)基 本回帰式 に 「1人 あた りの乗用車保有台数」 を追加 して分析 を行 つたが、符号は正で有

意 ではなかった。
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サ ンプルはデ ータがすべて揃 う22都 市である。各都市の各指標の値 は第3表 に、 また各指

標 の基本統計量 および相 関行列は第4表 に示 されて いる。

[第3表:22都 市のデ ータ]

[第4表:基 本統 計量 と相関行列]

44基 本 回帰式

これ までに説 明 したデ ータセ ッ トを用い、以下では(1)式 の現実的妥当性 を検討 する。(1)

式(ま たは(1曾)式)の 両辺 の対数を とれば、

ln(n*/m)=(1/2)[ln(2/9)+In(a)+ln(s)一lr(b)一lrω 一h{rゆ] (カ

と変形 され る23)。ここでは、消費者の移動費用aお よび小売業者の在庫費用tを 除 くパ ラメー

タを先 に説明 した指標 に置 き換 えた

1nDOR=α+βllnPD+β21nFAP+β31nCVMP+u (3)

を回帰式の基 本的なスペシフィケ ーシ ョンと して用 いる。 ここでuは 誤差項 であ り、理論モデ

ルか ら予想 される係数の符号は β1<0、 β ・<0お よび β ・>0である。

回帰分析の結果は第5表 の第1列 にま とめ られている。 この表か ら明 らかなように、 回帰係

数の符号は予想通 りであ る。 また回帰係数は弾 力性 を意味 し、CVMPの1%の 増加 は店舗 密

度を0.2%低 下させ ることにな る。 しか しなが ら、FAPは 有意ではない し、 自由度修正済み決

定係数 も0.56と 必ず しも高 くはない。 この こ とは、 中国の現状 を説明す るために、追加的な

説明変数が必要で あることを示唆 している。

[第5表:回 帰分析の結果]

4・2追加的な説明変数

追加的な説 明変数 と して まず第1に 考え られるのは、政府部 門の影響 であ る。そのシェアを

減 じてきている とはいえ、 中国の流通 には多数 の国有企業 が依然 として存在 している。実際、一

23)(1')式 の場合 には、 中括弧内の第1項 がln2と な る。実証分析 を行 うに際 し、効率性 アプ

ローチ と均衡ア プローチの相違は定数項 のみである。
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双軌制 のもとで、一部の国有企業は政府 によつて保護 されてお り、小売業 においても、国有企

業は制度上優遇 されている と考え られる。2節 で論 じたように、民営1j、売業者が営業 を行 うに

は政府 の認可が必要であ り、国有企業 を保護する政府 は、 しば しば民営業者 の新規参入 を抑制

して きた。 このような国有経済の影響 を分析するために、各都市の小売総販売額 に占める国有

店舗の販売額の割合である 「国有経済(SOR:State-OwnedRetailers)」 を説明変数 として追加 し

た。SORが 高い都市で は民営企業 の参入 が抑制 され るか ら、店舗密度 に対 して負の効果 を持

つ と予想 され る。

次 に地域間格差の問題であるが、第2節 で も述べた ように、東部地域では内陸部 よ り経済発

展が速 く、イ ンフラ整備 も進 んでい る。この ことは流通部 門の流通能力 を向上 させ、店舗密度

を上昇させ る効果 を持 とう。 この点 を確認す るために、東部の諸都市 を1と し、他の都市 を0

とす るダ ミー変数EASTを 作成 した。

基本回帰式[(3)式]に2つ の変数を追加 して、 回帰式

InDOR=α+β1111PD+β21nFAP+β31nCVMP+β4SOR+β5EAST+u (4)

を作成 した。回帰分析の結果 は第5表 の第2列(SORの み追加)、 第3列(EASTの み追加)

および第4列(SORとEASTを 追加)に まとめ られている。第2列 か ら明 らかなように、SOR

の係数 は予想通 り負で かつ有意で ある。 また、FAPの 係 数 も有意 とは言えないが、理論 に沿

う形 で改善 されている し、 自由度修 正済 み決定係数 も0.67へ と上昇 している。 これにたい し

て第3列 の結果は、 ダ ミー変数EASTの 係数 は予想通 り正であるが有意ではない。なお東部地

域 で店舗密度 が高 い理 由と して、 この地域での所得が高いことが考え られ るが、Ford(1935)や

HallandKnapp(1955)が 論 じた ように、所得 の上昇は店舗密度 を引 き下 げる効果を持つ。 した

がつて、東部地域で店舗密度が高い とい うこ とは、 この地域でのイ ンフラ整備 が進んでいるこ

とか ら説明され ることにな る。 これ らの結果は両方の説明変数 を追加 した第4列 の結果におい

ても維持されている。 また、EASTの 導入 によつてCVMPとSORの 有意性が低下 している。

このことは、東部地域の方が商用車やオ ー トバイが普及 してお り、 また国有経済の比重が低い

ことか ら説 明され よう24)。

5結 びに代えて

24)第3表 に よれ ば 、東 部 の17都 市 の国 有経 済 の比 重 の平 均 は22.5%で 、 中西 部5都 市 の平

均27.9%よ りも低 くな つ てい る。 ただ し、 分 散分 析 のP値 は0.21で 必 ず しも低 くは ない 。
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1978年 の改革 ・開放政:策への転換以降、中国経=済は急速 に成長 してお り、小売部門 にも著

しい変化が生 じてい る。本稿 では、1997年 の都 市別 のクロスセ クシ ョンデ-タ を用いて 中国

における小売店舗密度の規定 因を実証的に検討 した。主要な結論 は、①人 口密度 が低 く(高 く)

②1人 あた りの商用車が多い(少 ない)た め に流通部門の物流効率が高い(低 い)都 市では、

流通部門が多 くの流通課業 を分担す る結果、店舗密度が高 く(低 く)な つてい るということで

あ る。 また、1人 あた りの住戸面積が広 い(狭 い)な ど、家計部 門の物流効率が高い(低 い)

-都 市では、家計部 門が多 くの流通課業 を遂行するため、店舗密度は低 くなる傾向がある。 さら

:に 、中国に特有な現象 と して、国有小売部 門の ウェイ トが低 い都市ほ ど、店舗密度が高 くなつ

1て い る。 この ことは、国有小売業者 を保護す るための政府 に よる民営業者 にたいする参入規制

を反映 してい るように思われる。

この ように中国では、小売業者の存続 が政府 の政策 に大 き く依存 してお り、 この ことが小売

部門のい くつかの間題 を引 き起 こ している。実際 中国の小売市場では、偽 ブラン ドの横行か ら

も分かるように、取引規範 が必ず しも確立 されていない。 また、実際の取 引価格が消費者 と小

売業 者の協議 によつて決 まるため、価格情報が公的情報 として伝達 されず、それゆえ小売市場

の価格(競 争)メ カニズムが有効 に機能 していない とい う問題 も生 じている。以下では、 これ ら

の諸問題 について検討す る。

評判(取 引規範)の 確 立

中国の小売市場では偽 ブラン ドや粗悪品が多 く出回 つてお り、流通業者の信用 は総 じて低 く、

この傾 向は民営業者 において著 しい。この背景には売 り手 と買い手の問での品質情報の非対称

性があ り、Akerlofl(1970)が 論 じたように、売手が機会主義に行動 するために不正直な取引が多

発 しているのである。 このような行動によつて取引主体 問の信頼関係が損 なわれる結果、市場

を介 して取引するこ との費用が増大 し、市場メカニズムが十分 に機 能 していない というのが実

状である。

品質情報の非対称性 に起 因する取引上 の問題は、Shapiro(1983)が 論 じた ように、各 々の売手

が評判 を確立するこ とに よつて対処 され る。それでは、なぜ 中国では売手が評判を確立 しない

のか?"繰 り返 しゲ ームの理論"が 示唆するように、評判の確立にはある程度長期 にわたる

取引の継続可能性が前提 となる。 しか しなが ら、社会 主義体制の もとでの公有制を基本 とする

中国では、店舗 などの私有財産権 が例外的に しか認め られてお らず、 また営業権 も政府の政策

によつて左右され るため、小売業者 に とつて長期 にわたる営業権 を確保 することは必ず しも容

易ではない。 このような小売業者に とつては評判 を確 立 しよう とする誘 因は小さ く、 したがつ

て彼 らの多 くは、短期的な利害 にもとついて不正直な取 引を行 うのである。
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協議価格 とその問題点

市場(価 格)メ カニズムが円滑 に機能 するためには、価格や品質についての情報が低い費用

で伝達 される必要がある。 しか しなが ら、中国の小売店舗 では必ず しも商品の価格 が表示 され

ているわけではない し、価格 が表示されている場合で も、実際の取引価格が表示価格 と大 き く

異 なることが しば しばあ る。実際、表示 された価格は、多 くの場合、売手 と買手の交渉の出発

点であ り、両者の協議 によつて決 まる取引価格 は、通常、表示価格 を大 き く下 回っている。

先進国の多 くでは、小売業者が表示 した価格の もとで消費者が購i入するか否かを決定す る「固

定表示価格制」が採用 されているのにたい し、 中国では、 なぜ協議価格制が用い られるのか?

この点 についてBester(1993)は 、商 品の品質についての不確実性が大 きい場合 には、消費者 と

複数の小売業者 との取引ゲームの均衡 として 「協議価格制」が採用され ることを示唆 してい る。

小売業者が来店 した消費者 と価格交渉 を行 う場合、チラシ広告による価格情報の提供は意味

がない。また、実際の取引価格は両者め交渉力 に依 存 し、 同 じ店舗 で同種 の商品 を購入 した と

して も、その価格 は消費者 ご とに異 なろう。その ため、特定の商品の実際の取引価格 を知 つて

いるのは当該の商品を販売 した小売業者 とそれ を購入 した消費者に限定 される。その意味で、

中国の消費者は必ず しも信頼で きる価格情報 を持 つているわ けではない。

この ように、協議価格制 のもとで消費者が十分な価格情報 を持つていない状況では、小売業

者の間での価格競争は歪んだもの となる。実際 中国 には、都市部を中心 に極めて多 くの小売店

舗が存在 しているが、個 々の消費者は 自らがコネ を持 つ特定の小売業者か らのみ商 品を購入 し

てい るため に、小売業者 の間での価格競争は必ず しも行われていない というのが実状であろう。

市場(価 格)メ カニズムが有効 に機能す るためには、消費者が多 くの価格情報 を容易 に入手で き

る必要 がある。確かに中国政府 は、法律 によつて小売業者 に価格 の表示を義務づけてはいるが、

一部の国有店舗 を除いては必ず しも遵守 されていない。小売業者 に自発 的に価格 を表示 させ る

ためには、品質についての不確実性 を減 らす必要がある。

これ らの問題 に対処 し、健 全な市場の発展 を促 すため には、 小売業者 にたい して長期にわ た

る営業権 を保証 することによって、彼 らに評判(取 引規範)を 確立 しようとす る誘 因を与える必

要がある。そのためには、長期 にわたる営業権 の保証や店舗 な どの私 的所有権 を認め る必要が

あるが、ζのこ とは社会主義的公有制の基本原則 と抵触するかも知れない。

最後 に、小売店舗密度の今後 の動向について簡単 に触れてお こう。AndersonandBetancourt

(2002)は 、流通部 門の比重 は経済成長 とともに常に上昇するのではな く、初期段階 には増加

し、後期 には低下 に転 じる とい う意味で、『経済水準 と流通部 門のGDPに 占める割合の問には

逆U型 の関係がみ られるこ とを、1950-1983年 の34年 間、74ヶ 国のパ ネルデータを用いて実

証 的に指摘 してい る。本稿 の結果は、 この ことについての1つ の解釈 を与えるものである。す

なわち、経済発展 とともに 自動車が普及するが、その初期段階 においては、 自動車は主に商業

用 に用い られ るため流通部 門の流通能力が向上 し、そ こが多 くの流通課業を果たす ようになる
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ため、流通マージンが増加す るのである。 この ことは小売店舗密度の上昇 を導 こう。・その後、

経済発展が進む と自動車は 自家用車 として使用 されるようにな ると同時 に・、住戸あた りの床面

積 も拡大する。そのため消費者の流通能力が向上 し、流通 マージンが低下するのであ る。この

ような消費者の流通能力の向上は、 小売店舗の大型化を促 し、店舗密度 を低 下させ よう。中国

では、.1998年 に乗用車数 が商用車 数 を初 めて上 回った。現在の ところ自家用車 の所有 は一般

的ではないが、 自動車の普及 は確実 に進んでいる6将 来、 自家用車 の普及が進み、消費者の流

通能力が向上すれば、 中国の店舗密度 も減少に転 じることにな ると予想 される。
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